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株主の皆様へ To Our Shareholders

代表取締役社長

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜
り、厚く御礼申し上げます。

当社グループの2017年4月1日から同9月
30日における事業の概況をご報告させていた
だきます。

当第2四半期連結累計期間における世界経済は、
欧米における政治的リスクによる不透明感が背景に
あるものの、米国やドイツなど主要国を中心に景気
回復が続きました。アジアでは、中国において各種政
策効果もあり景気持ち直しの動きがみられました。

一方、日本経済は、雇用情勢や企業収益の改善
が進む中、個人消費や輸出、設備投資において持
ち直しの動きがみられ、緩やかな景気回復が続きま
した。

こうした中、当社グループの連結ベースでの売
上高は、304,900百万円（対前年同期比5.6%
増）となりました。利益面では、営業利益2,939
百万円（同48.2%減）、経常利益3,369百万円

（同47.5%減）、親会社株主に帰属する四半期純
利益2,730百万円（同41.6%減）となりました。

当社は、2021年3月期を最終年度とする4カ
年の中期経営計画「New Challenge 2020」

を当期よりスタートしました。最終年度に売上高
7,300億円、営業利益155億円、経常利益160
億円、親会社株主に帰属する当期純利益120億
円の達成を目指します。

その初年度にあたる2018年3月期の見通しで
すが、当第2四半期連結累計期間において、情報
電子事業の欧州拠点における太陽電池関連の取
引先に対する債権及び関連する債権について貸倒 
引当金の計上を行いました。この影響等により、当
期の見通しを期初の予想値より、売上高で100億
円、営業利益、経常利益で各35億円下方修正して、
売上高6,200億円、営業利益90億円、経常利益
95億円、親会社株主に帰属する当期純利益100
億円といたしました。

しかし、アジア地区を中心に、海外事業は総じて
堅調に推移しております。引き続き中期経営計画に
掲げる重点施策を着実に実行して、具体的な成果
を上げることで最終年度の目標達成を目指してま
いります。

欧州拠点における太陽電池モジュールの在庫の

販売予定先による無断売却に関連して、2018年3
月期第1四半期の決算報告を延期しましたことにつ
いて、株主の皆様には多大なご迷惑とご心配をおか
けしたことを深くお詫び申し上げます。

今後このようなことがないよう、社内に再発防止
推進部会を設けて再発防止策を策定いたしました。
この再発防止策を当社グループ全体で周知・徹底
のうえ、特に海外拠点における管理体制の強化を
進め、再発防止に努めてまいります。

当期の中間配当につきましては、当初の予定の
とおり、1株当たり20円とさせていただきました。
期末配当につきましては、1株当たり20円（中間配
当とあわせて年間40円）を予定しております。

　
株主の皆様におかれましては、引き続き変わらぬ

ご支援をよろしくお願い申し上げます。

2017年11月

当第2四半期連結累計期間の
概況について

当期の見通しについて

配当について

2018年3月期第1四半期
決算報告の遅延について
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事業区分別売上高構成比（2017年4月1日〜2017年9月30日）
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親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益

　稲畑グループの(株)一光
園は、稲畑産業がアジアなど

世界から調達してきた水産品や国内の活魚をすしネタ
に加工し、回転ずしチェーン店を中心にスーパーマー
ケットなどへ販売しています。活け絞め加工という鮮度
を落とさず加工できる独自の加工ノウハウと顧客の店
舗への個配送機能が強みです。2016年11月には、新
たに千葉県船橋市に関東加工センターを開設、さらな
るエリアへの展開を目指します。

「�魚に厳しい日本のお客様に、�
満足いただきたい」

一光園が取り扱う魚の種類は？
季節や相場に応じて数十種類です。タイやハマチはも
ちろん、マグロ、サーモン、アワビ、赤貝、ツブ貝など、季
節と相場に応じて、数十種類の活魚・鮮魚・貝類を扱っ
ています。

天然の魚は冷凍しないの？
冷凍します。天然の魚は寄生虫を持っている可能性が
あり、例えば今問題となっているアニサキスは、マイナ
ス20度で4日間冷凍すれば完全に死滅させることがで
きます。食材の安全・安心は一光園のこだわりです。

活きのよい活魚を、加工場内の水槽へ国内外から、冷凍・活魚を調達

【株式会社一光園】
本　　　社：大阪府堺市
事 業 内 容： 魚介類等水産物の加工販売およびお茶、調味料等食品の販売
設　　　立：1981年3月
代　表　者：代表取締役社長　船山 雄一郎
売　上　高：55億円 （2017年3月期）
WEBサイト：http://www.ikkoen.com/index.html

鮮魚は、HACCPに基づく徹底した衛生管理のもと、素早く加工

「回転ずし市場は、この10年で1.5倍

に成長、今では6,000億円を超える規模

となっています。日本のお客様は魚を

見る目と味には、世界でも群を抜いて厳

しいと言われます。当社は、自慢の職人

技による仕上げ工程など、独自のノウハ

ウを生かしお客様に高い満足をご提供しています。

私たちは、微力ではありますが、回転ずし業界を支えて

いるという自負を持って仕事をしています。」（船山雄一郎

社長）

Q＆A

グループ会社紹介
生活産業事業

株式会社一光園特 集

船山雄一郎 社長

3 4



科　目 前期末
2017年3月31日現在

当第2四半期連結会計期間末
2017年9月30日現在 増減額

流動資産 238,441 261,253 22,811
固定資産 101,705 91,744 △ 9,960
資産合計 340,147 352,997 12,850
流動負債 150,517 173,650 23,133
固定負債 41,999 37,481 △ 4,518
負債合計 192,517 211,132 18,614
純資産合計 147,629 141,865 △ 5,764
負債純資産合計 340,147 352,997 12,850

科　目
前第2四半期連結累計期間

2016年4月 1 日〜
2016年9月30日　

当第2四半期連結累計期間
2017年4月 1 日〜
2017年9月30日　

増減額

売上高 288,843 304,900 16,056
売上総利益 20,394 22,011 1,617

販売費及び一般管理費 14,714 19,072 4,357
営業利益 5,679 2,939 △ 2,740

営業外損益 736 430 △ 306
経常利益 6,416 3,369 △ 3,047

特別損益 682 2,481 1,798
親会社株主に帰属する四半期純利益 4,677 2,730 △ 1,947

科　目
前第2四半期連結累計期間

2016年4月 1 日〜
2016年9月30日　

当第2四半期連結累計期間
2017年4月 1 日〜
2017年9月30日　

増減額

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 4,083 1,581 5,665
投資活動によるキャッシュ・フロー 1,437 △ 443 △ 1,881
財務活動によるキャッシュ・フロー 2,940 140 △ 2,799
現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 1,287 464 1,751
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 993 1,742 2,735
現金及び現金同等物の期首残高 17,088 22,935 5,847
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額 － 185 185
現金及び現金同等物の四半期末残高 16,094 24,864 8,769

（注）1.取締役 高尾 剛正、中村 克己及び蟹澤 俊行は、社外取締役であります。
 2.監査役 鈴木 修一、高橋 慶孝及び森本 親治は、社外監査役であります。

(注）当社保有の自己株式数（1,810,015株)につきましては、上記の表及び持株比率の計算より除いております。

会 社 名 稲畑産業株式会社

創 業 年 月 日 1890年10月1日

設 立 年 月 日 1918年6月10日

資 本 金 93億6千4百万円

従 業 員 数 629名（グループ会社への出向者を含む）［連結3,998名］

大 阪 本 社 大阪市中央区南船場一丁目15番14号

東 京 本 社 東京都中央区日本橋本町二丁目8番2号

名 古 屋 支 店 名古屋市西区名駅二丁目27番8号

営 業 所 松本営業所、九州営業所（霧島市）

代 表 取 締 役 
社長執行役員 稲　 畑　 勝 太 郎
代 表 取 締 役 
専務執行役員 赤 尾 豊 弘
代 表 取 締 役 
専務執行役員 横 田 健 一
取 締 役 
常務執行役員 佐 藤 友 彦
取 締 役 
執 行 役 員 杉 山 勝 浩
取 締 役 
執 行 役 員 安 江 範 臣
取 締 役 高 尾 剛 正
取 締 役 中 村 克 己
取 締 役 蟹 澤 俊 行

常 勤 監 査 役 上 杉 　 隆
監 査 役 鈴 木 修 一
監 査 役 高 橋 慶 孝
監 査 役 森 本 親 治
執 行 役 員 小 田 吉 哉
執 行 役 員 大 橋 基 雄
執 行 役 員 幡 本 裕 之
執 行 役 員 花 木 和 宏
執 行 役 員 久 保 井　 伸　 和

株 主 名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

住友化学株式会社 13,836 22.4

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,261 5.3

JP MORGAN CHASE BANK 380684 2,849 4.6

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,160 3.5

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託
みずほ銀行口　再信託受託者 
資産管理サービス信託銀行株式会社

1,736 2.8

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 1,372 2.2

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 1,353 2.2

稲畑　勝雄 1,161 1.9

株式会社みずほ銀行 1,114 1.8

丸石化学品株式会社 961 1.6

● 発行可能株式総数 普通株式 200,000,000株

● 発行済株式の総数 普通株式  63,499,227株

● 株主数 11,894名

● 大株主の状況（上位10名）

連結財務諸表 会社情報／株式情報Consolidated Financial Statements Corporate Information／Stock Information 
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四半期連結貸借対照表（要旨） （単位：百万円） 会社概要 （2017年9月30日現在）

株式情報 （2017年9月30日現在）

役員 （2017年9月30日現在）

所有者別株式分布状況 （2017年9月30日現在）

四半期連結損益計算書（要旨） （単位：百万円）

四半期連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） （単位：百万円） 株価の推移（月間終値）

流動資産の増加

受取手形及び売掛金が増加したこと等によ
り、22,811百万円増加しました。

point 1

支払手形及び買掛金が増加したこと等によ
り、23,133百万円増加しました。

その他有価証券評価差額金が減少したこと
等により、5,764百万円減少しました。

流動負債の増加

純資産の減少

point 2

point 3

合成樹脂事業の好調等により、16,056百万
円増加しました。

売上高の増加point 4

貸倒引当金の計上により販売管理費が増加し
たこと等により、2,740百万円減少しました。

営業利益の減少point 5

投資有価証券売却益が増加したものの、経常
利益が減少したこと等により、1,947百万円
減少しました。

親会社株主に帰属する
四半期純利益の減少point 6
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［株式に関する住所変更等のお届出及びご照会について］
証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出及びご照会は、口座
のある証券会社宛にお願いいたします。

［特別口座について］
株券電子化前にほふり（株式会社証券保管振替機構）を利用されていなかった株主様
には、株主名簿管理人である上記の三井住友信託銀行株式会社に口座（特別口座と
いいます。）を開設しております。特別口座についてのご照会及び住所変更等のお届
出は、上記の電話照会先にお願いいたします。

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
基 準 日 定時株主総会　毎年3月31日

期末配当　　　毎年3月31日
中間配当　　　毎年9月30日
その他必要がある時は、あらかじめ公告して定めます。

定 時 株 主 総 会 毎年6月開催
公 告 の 方 法 電子公告　当社のホームページに掲載します。

http://www.inabata.co.jp/koukoku
ただし、やむを得ない事由により電子公告をすることが
できない場合は、日本経済新聞に掲載します。

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所　市場第1部
証 券 コ ー ド 8098
単 元 株 式 数 100株

会 計 監 査 人 大阪市中央区瓦町三丁目6番5号
銀泉備後町ビル 有限責任 あずさ監査法人

株主名簿管理人及び
特別口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（ 郵 便 物 送 付 先 ） 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（ 電 話 照 会 先 ） 0120-782-031

（ホームページURL） http://www.smtb.jp/personal/agency/
index.html

当社は、12月22日・23日「野村IR資産運用フェア2017」（会場：大
阪国際会議場、主催：野村インベスター・リレーションズ(株)）に出展
いたします。ぜひ、お立ち寄りください。

2017年9月末の株主数が11,894名となり、2017年3月末と比べ
て6,647名の大幅な増加となりました。
多くの株主の皆様の応援に感謝申し上げます。

株主メモ

Topics

当社WEBサイト「投資家向け情報のページ」へ
ぜひお越しください。

検　索稲畑産業　投資家

より詳しい財務データやIR情報をタイムリーに掲載しております。

http://www.inabata.co.jp

株主優待制度

毎年9月30日現在の株主名簿に記録された1単元（100
株）以上保有の株主様に、下記の株主優待品を同封してお
ります。

当社オリジナルQUOカード

継続保有期間3年未満の株主様

QUOカード1,000円分
継続保有期間3年以上の株主様

QUOカード2,000円分

※継続保有期間3年以上とは・・・・
毎年9月30日を基準日として、3年前以降の全ての基準日において、株主名簿に同一
の株主番号が継続して記録されている株主様をいいます。

野村IR資産運用フェア2017に出展します

株主数が大きく増えました！




